
モデル モデル実施者 形態 実施方法 特徴 効果

地域連携モデル （一社）こうち絆ファーム
通所
宿泊

行政・福祉・司法・医療等の機関および農業者を含む
民間事業者らが協議会等の組織を形成し、さまざまな
チャネルからつながる生活困窮者の情報を共有、連携
して農業を通じた自立支援を行います。

ナスの生産にはある程度の体力や技術、他のメンバーとのコミュニケーションが必
要ですが、苦手な方には袋詰めの作業があります。不動産業者との連携により、
通所の難しい支援対象者のために住宅確保を行うなど家計・生活面も含めて切れ
目ない多角的な支援が望めます。

●精神・身体・生活・就労リズムの改善
●集中力や作業の正確さの向上
●自己有用感や勤労意欲の向上
●独立農家を志す方も

等

福祉主導
（農業分野等）
モデル

（株）ゼネラルパートナーズ
（就労継続支援A型事業所「アスタネ」）

通所

自治体・若者サポステ等の支援機関から自立相談支援
機関を通して紹介を受け、障害者福祉サービス利用者
とともに農業分野（菌床シイタケの生産・パッキング）
での勤務を通じた自立支援を行います。

作業工程の切り出しにより単純作業化し、勤務経験の少ない方でも作業しやすく、
成果の見えやすい仕事をつくりだすなど、勤労意欲を高める工夫をさまざまに凝ら
しています。また A型事業所として他の利用者と同様に最低賃金以上の報酬と一
部通勤費を支給しています。

●生活・就労リズムの改善
●勤労意欲の向上
●人間関係の拡大
●パート勤務へのステップアップ

等

福祉主導
（林業分野等）
モデル

（株）ネ
（就労継続支援B型事業所「ホトラ舎」）

通所

自治体・若者サポステ等の支援機関から自立相談支援
機関を通して紹介を受け、障害者福祉サービスの利用
者とともに林業分野（原木シイタケや薪の生産、植林
活動等）での活動を通じた自立支援を行います。

林業分野を取り入れることで、力自慢の方、特殊な車両や機器を扱える方、大工
仕事が得意な方など、体力や技能を有する方にも活躍の機会を提供できます。ま
たその他の方にも収穫や加工、パッキングなどの役割があります。

●生活・就労リズムの改善
●考え、工夫する力の向上
●人間関係・社会参加の度合いの向上
●一般就労へのステップアップ

等

労働者協同組合
主導モデル （特非）ワーカーズコープ

通所
宿泊

全国各地に所在する労働者協同組合として運営されてい
る事業所において、自立相談支援機関を通じて農業・林
業・水産業での就労準備支援・就労訓練を実施します。

地域によって取組み内容は異なりますが、社会的な居場所としても農林水産業に
取り組んでいます。また、当事者がある程度貯蓄できたら、出資することで組合員
となり、労働者兼運営者として関与を続けることができます。

●精神・身体の改善
●就労リズムと勤労意欲の向上
●コミュニケーション力の向上
●農林水産業への関心の向上

等

労働力支援モデル
（社福）グリーンコープ
（株）菜果野アグリ、他

通勤

JAと協定を結んで農業者らから農作業を請け負ってい
る菜果野アグリ（就労訓練事業者）に、グリーンコープ（自
立相談支援機関）を通じて生活困窮者を働き手として
つなぎ、菜果野アグリのリーダー人材による指揮のもと、
農業での就労体験を行います。

日雇い・現金日払い・送迎付きのシステムとしており、当面の生活資金が必要な
方に適しています。また、農作業が合わないと感じれば継続する必要はありません。
JA全農が労働力支援事業のエリア展開を図っていますので、将来的に全国各地で
利用できる可能性があります。

●集中力や作業の正確さの向上
●社会参加・勤労意欲の向上
●自己有用感の向上
●農業への関心の向上

等

広域モデル
（特非）北陸青少年自立援助センター
（特非）教育研究所

合宿

合宿施設においてひきこもりの若者や非行少年等を受
け入れている支援施設において、全国の自立相談支援
機関からの紹介を経て、体験 1週間＋入寮 3カ月のプ
ログラムで自立支援を行います。

合宿型のため、地域・管内に受入先が見つからない場合でも利用が可能です。ま
た生活面も含めた改善が可能です。合宿を通じて社会で勤務できる状況が整えば、
提携する店舗・宿泊施設等でのアルバイト勤務に進むこともできます。

●生活・就労リズムの改善
●コミュニケーション力の向上
●人間関係の拡大
●社会参加・勤労意欲の向上

等

　「生活困窮者自立支援制度における農業分野等との連携強化モデル事業」では、次の6モデルを試行しました。 
　これらの他に、就労準備支援事業を直営する自治体が取り組む「自治体主導モデル」、農業法人等において取り組
む「農業主導モデル」等も想定できます。
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